
重要度 Ｂ

22001 作成日 更新日 R3.3.31

040600 責任者 担当者 債権管理担当

H28 ～ Ｒ２

区分

進んで
いる

進んで
いる

進んで
いる

進んで
いる

進んで
いる

指標名 ％

年度 最終値

当初計画値 750
変更計画値 0

実績値 2,867
当初計画額 0
変更計画額 0

実績額 0
当初計画額 0
変更計画額 0

実績額 0
当初計画額 0
変更計画額 0

実績額 0

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 強制徴収公債権に関する徴収事務移管事業 R2.4.1

担当部署 財政部　債権管理課 谷口　隆一

取組年度

効果 歳入増加

最終目標

・市税以外の債権所管課の徴収に関する知識やスキルが不十分であることを要因として未収になっている債権
のうち，市税の知識やスキル（差押等）を活用すれば回収が可能な案件を見定め，債権管理課に移管し徴収事
務を行うことで当該滞納案件の解決を図る。該当者が市税も滞納していれば，徴収事務の効率化を図るため，
当該債権に加え市税についても債権管理課が徴収事務を行う。

・該当となる案件について，所管課が移管前の１年間で回収した金額の１５０％以上の金額を債権管理課移管
後の１年間で回収することを目標として業務を行う。

年度 取組内容・目標

平成28年度
該当する案件を抽出し所管課から債権管理室に移管した上，市税の知識やスキルを生かした滞納整
理を行った。目標は，当該案件につき所管課が移管前の１年間で回収した金額の１５０％以上を移管
後の１年間で回収することであり，当該目標を達成した。

平成29年度
該当する案件を抽出し所管課から債権管理室に移管した上，市税の知識やスキルを生かした滞納整
理を行った。目標は，当該案件につき所管課が移管前の１年間で回収した金額の１５０％以上を移管
後の１年間で回収することであり，当該目標を達成した。

平成30年度
該当する案件を抽出し所管課から債権管理課に移管した上，市税の知識やスキルを生かした滞納整
理を行った。目標は，当該案件につき所管課が移管前の１年間で回収した金額の１５０％以上を移管
後の１年間で回収することであり，当該目標を達成した。

令和元年度
該当する案件を抽出し所管課から債権管理課に移管した上，市税の知識やスキルを生かした滞納整
理を行った。目標は，当該案件につき所管課が移管前の１年間で回収した金額の１５０％以上を移管
後の１年間で回収することであり，当該目標を達成した。

令和２年度
該当する案件を抽出し所管課から債権管理課に移管した上，市税の知識やスキルを生かした滞納整
理を行った。目標は，当該案件につき所管課が移管前の１年間で回収した金額の１５０％以上を移管
後の１年間で回収することであり，当該目標を達成した。

移管前１年間に対する移管後１年間の回収額の伸び率 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

150 150 150 150 150

525 617 970 492 263

0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0
十分な収入や資
産を保有してい
ながら市税以外
の強制徴収公債
権を高額に滞納
している事案に
対し，債権管理
室が滞納処分を
行うこと等により
解決を図ること
が可能になる。

十分な収入や資
産を保有してい
ながら市税以外
の強制徴収公債
権を高額に滞納
している事案に
対し，債権管理
室が滞納処分を
行うこと等により
解決を図ること
が可能になる。

十分な収入や資
産を保有してい
ながら市税以外
の強制徴収公債
権を高額に滞納
している事案に
対し，債権管理
課が滞納処分を
行うこと等により
解決を図ること
が可能になる。

十分な収入や資
産を保有してい
ながら市税以外
の強制徴収公債
権を高額に滞納
している事案に
対し，債権管理
課が滞納処分を
行うこと等により
解決を図ること
が可能になる。

0 0 0 0

十分な収入や資
産を保有してい
ながら市税以外
の強制徴収公債
権を高額に滞納
している事案に
対し，債権管理
課が滞納処分を
行うこと等により
解決を図ること
が可能になる。

見込まれる
その他効果
（金額以外）

効
果
額

歳入
増加

歳出
削減

計

150

0

0

成果指標

Ｒ２



重要度

22001 作成日 更新日

040600 責任者 担当者

区分

進んで
いる

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○ ○ ○ ○

2 ○ ○ ○ ○

3 ○ ○ ○ ○

4 ○ ○ ○ ○

5

6

7

8

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 ％ 単位 ％

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 強制徴収公債権に関する徴収事務移管事業 R2.4.1 R3.3.31

担当部署 財政部　債権管理課 谷口　隆一 債権管理担当

取組内容・目標

令和２年度
該当する案件を抽出し所管課から債権管理課に移管した上，市税の知識やスキルを生かした滞納整理を行った。
目標は，当該案件につき所管課が移管前の１年間で回収した金額の１５０％以上を移管後の１年間で回収すること
であり，当該目標を達成した。

取組項目

該当案件の抽出

移管通知の発送

差押等の滞納整理事務の実施

解決による所管課への徴収事務返還

進捗

進んでいる コメント

令和2年4～8月の新規移管件数は143件。当該案件の令和元年4
～8月における移管前の徴収額183,800円に対し，移管後の徴収額
は550,300円。実績率は299％となる（令和２年８月末現在：債権管
理課移管案件における市税及び国民健康保険料，介護保険料，
保育料，下水道使用料，下水道受益者負担金の合計額）。

進捗・実績

150 263

年
度
末

計画変更
（次年度
以後）

実績値

令和2年4～3月の移管件数は143件。当該案件の平成31年4～令
和2年3月における移管前の徴収額1,355,999円に対し，移管後の
徴収額は3,571,882円。実績率は263％となる（令和3年2月末現在：
債権管理課移管案件における市税及び国民健康保険料，介護保
険料，保育料，下水道使用料，下水道受益者負担金の合計額）。

コメント
指示事項

引き続き強制徴収公債権を移管し，市債権の回収を進めること。

評
価

達　成

進んでいる

取組内容

コメント

計画値

移管前１年間に対する移管後１年間の回収額の
伸び率

高橋　秀明 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

Ａ

継続実施

成果指標名 計画値

コメント

<<

Ｒ２



重要度 Ｂ

22002 作成日 更新日 R3.3.31

040400 責任者 担当者 特別徴収担当

H28 ～ Ｒ２

区分

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

指標名 件

年度 最終値

当初計画値 3,000

変更計画値 0

実績値 2,796

当初計画額 205,200

変更計画額 0

実績額 264,512

当初計画額 0

変更計画額 0

実績額 0

当初計画額 205,200

変更計画額 0

実績額 264,512

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 住民税の特別徴収制度の促進 R2.4.1

担当部署 財政部　市民税課 小宮山　勉

取組年度

効果 歳入増加

最終目標

給与からの個人住民税の特別徴収を促進し徴収率の向上を図る。
H27年度末の特別徴収を行っていない事業所数の25%を特別徴収による納税を行うよう促す。

年度 取組内容・目標

平成28年度 未実施事業所の抽出と啓発を行った。

平成29年度 未実施事業所の抽出と啓発を行った。

平成30年度 未実施事業所の抽出と啓発を行った。

令和元年度 未実施事業所の抽出と啓発を行った。

令和２年度 未実施事業所の抽出と啓発を行った。

特別徴収による新規事業所数 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

2,400 240 120 120 120

1,085 574 416 366 355

36,000 39,600 41,400 43,200 45,000

40,928 73,360 48,070 50,277 51,877

36,000 39,600 41,400 43,200 45,000

0

40,928 73,360 48,070 50,277 51,877

0 0 0 0

見込まれる
その他効果
（金額以外）

地方税法に
沿った適切な
課税と納付の
徹底を図ること
ができる。

効
果
額

歳入
増加

歳出
削減

計

170

2,978,000

2,978,000

成果指標

Ｒ２



重要度

22002 作成日 更新日

040400 責任者 担当者

区分

計画ど
おり

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○ ○

2 ○ ○

3 ○

4 ○

5 ○

6 ○

7

8

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 件 単位 件

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 住民税の特別徴収制度の促進 R2.4.1 R3.3.31

担当部署 財政部　市民税課 小宮山　勉 特別徴収担当

取組内容・目標

令和２年度 未実施事業所の抽出と啓発を行った。

取組項目

電算業者との仕様調整

未実施事業所の抽出及び総括表等送付方法の変更にともなう啓発の見直し

未実施事業所への啓発を含めた総括表等の関係文書送付

年末調整等説明会での特別徴収推進に向けての啓発

次年度予算編成

特別徴収の進捗状況確認

進捗

計画どおり コメント

　特別徴収未実施の事業所を含めた各事業所に対し，給与支払報
告書の提出を促す通知の送付時に，関係書類に特別徴収推進を
啓発する記事を記載するよう準備している。あわせて，eLTAXを利
用し電子データで給与支払報告書を提出する事業所については，
ハガキによる通知で経費節減を図っている。　なお，新型コロナウ
イルス感染拡大防止のため，柏税務署と連携して例年実施してい
る市内事業所を対象とした年末調整等の説明会は中止となった。

進捗・実績

120 355
特別徴収による新規事業所数

年
度
末

成果指標名 計画値 実績値

コメント

達　成

計画どおり

取組内容

　平成２８年度の千葉県内での特別徴収の一斉指定，その後の近
隣県，関西圏での指定実施の効果もあり，特別徴収を実施する事
業所は増加している。それに伴い，普通徴収から特別徴収に切り
替えられる事業所は少なくなっているため，伸び率は低下している
状況である。
　しかしながら，特別徴収の実施状況は個人住民税の徴収率と相
関関係にあるため，未だ特別徴収に切り替えていない事業所につ
いて引き続き啓発を行い，歳入効果を生み出すことに努めていく。

コメント

計画値

計画変更
（次年度
以後）

コメント
指示事項

　特別徴収一斉指定の全国的な動きにより，特別徴収を実施する
事業所が増加し，普通徴収から特別徴収に切り替える新規事業所
は年々減少している。しかしながら，一定の歳入効果があることは
評価できるものであり，今年度実施したような経費節減につながる
見直しも含めて，引き続き特別徴収推進の啓発事業等を進め，納
税の勧奨に努めてもらいたい。

評
価

高橋　秀明 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

Ａ

継続実施

<<

Ｒ２



重要度 Ｂ

22003 作成日 更新日 R3.3.31

060300 責任者 担当者 阿部　秀祐
H28 ～ Ｒ２

区分

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

指標名 %

年度 最終値

当初計画値 88.90
変更計画値 0.00

実績値 91.97
当初計画額 22,132
変更計画額 0

実績額 73,563
当初計画額 0
変更計画額 0

実績額 0
当初計画額 22,132
変更計画額 0

実績額 73,563

88.00

658,298

658,298

成果指標

効
果
額

歳入
増加

歳出
削減

計

見込まれる
その他効果
（金額以外）

0 0 0 0 0

12,969 12,513 13,912 14,809 19,360

3,204 3,752 4,106 5,008 6,062

12,969 12,513 13,912 14,809 19,360

90.10 90.60 90.70 91.12 91.97

3,204 3,752 4,106 5,008 6,062

88.50 88.60 88.70 88.80 88.90

令和２年度 納付方法にペイジーを追加し納付機会の拡大を図った。普通徴収現年度分の収納率88.9％を確保済み。

介護保険料の普通徴収現年度分の調定額に対する収納率 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成29年度 コンビニ収納，電話による納付勧奨等の取組みにより，普通徴収現年度分の収納率88.6％を確保済み。

平成30年度 コンビニ収納，電話による納付勧奨等の取組みにより，普通徴収現年度分の収納率88.7％を確保済み。

令和元年度 コンビニ収納，電話による納付勧奨等の取組みにより，普通徴収現年度分の収納率88.8％を確保済み。

最終目標

介護保険料普通徴収現年度分の収納率向上。
現年度分の収納率を向上させることで，滞納繰越分の抑制を図る。

年度 取組内容・目標

平成28年度 コンビニ収納，電話による納付勧奨等の取組みにより，普通徴収現年度分の収納率88.5％を確保済み。

担当部署 保健福祉部　高齢者支援課 宮本　さなえ

取組年度

効果 歳入増加

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 介護保険料の収納率向上 R2.4.1

Ｒ２



重要度

22003 作成日 更新日

060300 責任者 担当者

区分

計画ど
おり

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○ ○ ○ ○

2 ○ ○ ○ ○

3 ○ ○ ○ ○

4 ○ ○ ○ ○

5 ○ ○

6 ○ ○ ○ ○

7 ○ ○ ○ ○

8 ○ ○

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 % 単位 %

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

介護保険料の普通徴収現年度分の調定額に対
する収納率

高橋　裕之 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

Ａ

完了
（目的達成）

成果指標名 計画値

コメント

コメント
指示事項

徴収業務は如何に滞納をなくすかが課題であり，今年度は現年の
滞納に対して徴収効果が上がるよう具体な取組を行い成果を上げ
ることができた。

評
価

達　成

計画どおり

取組内容

コメント

計画値

計画どおり コメント
普通徴収現年度分の収納率が，９月末時点で55.7％。前年度比
0.9％増。

進捗・実績

88.90 91.97

年
度
末

計画変更
（次年度
以後）

実績値

電算一斉催告とは別に，現年滞納分に対して納付書を送付し自主
納付を促す取り組みを行った。また，郵送により口座振替の申込み
が可能である旨を案内し，申込用紙を同封することで口座振替対
象が増え，納付忘れによる滞納が減少し，収納率の向上に繋がっ
た。

納付可能な状態の未納者の滞納処分（債権管理室との連携）

Ｌｉｎｅ　Ｐａｙ収納の実施

マルチペイメント収納の実施

進捗

取組項目

コンビニ収納の実施

クレジット収納の実施

口座振替の加入促進（納付書に「口座振替申込書」の添付）

納付相談通知書（来庁要請）の送付

職員応援体制による臨戸訪問（滞納管理システムの活用）

担当部署 保健福祉部　高齢者支援課 宮本　さなえ 阿部　秀祐

取組内容・目標

令和２年度
納付方法にペイジーを追加し納付機会の拡大を図った。普通徴収現年度分の収納率88.9％
を確保済み。

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 介護保険料の収納率向上 R2.4.1 R3.3.31

<<

Ｒ２



重要度 Ｂ

22004 作成日 更新日 R3.3.31

071100 責任者 担当者 根本　莉緒

H28 ～ Ｒ２

区分

進んで
いる

進んで
いる

進んで
いる

進んで
いる

進んで
いる

指標名 ％

年度 最終値

当初計画値 12.00

変更計画値 0.00

実績値 25.78

当初計画額 1,079

変更計画額 0

実績額 3,691

当初計画額 0

変更計画額 0

実績額 0

当初計画額 1,079

変更計画額 0

実績額 3,691

9

15,457

15,457

成果指標

効
果
額

歳入
増加

歳出
削減

計

見込まれる
その他効果
（金額以外）

0 0 0 0 0

216 1,249 476 604 1,146

141 190 227 253 268

216 1,249 476 604 1,146

11.25 22.18 15.06 17.20 25.78

141 190 227 253 268

10.00 10.50 11.00 11.50 12.00

令和2年度 督促状・償還状況のお知らせ・催告状の発送・電話催告を実施した。債権管理課との連携を図った。

繰越滞納額の収納率 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

平成29年度 督促状・催告書の発送・電話催告を実施した。また，債権管理室との連携を図った。

平成30年度 督促状・催告書の発送・電話催告・臨戸訪問を実施した。また，債権管理課との連携を図った。

令和元年度 督促状・償還状況のお知らせ・催告状の発送・電話催告を実施した。債権管理課との連携を図った。

最終目標

現年度収納率　９２％　(平成２７年度予算　８９％）
過年度収納率　１２％　(平成２７年度予算　　９％）

年度 取組内容・目標

平成28年度 督促状・催告書の発送・電話催告を実施した。また，債権管理室との連携を図った。

担当部署 こども部　こども福祉課 込山　浩良

取組年度

効果 歳入増加

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 母子父子寡婦福祉資金貸付金収納対策事業 R2.4.1

Ｒ２



重要度

22004 作成日 更新日

071100 責任者 担当者

区分

進んで
いる

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○ ○ ○ ○

2 ○

3 ○

4 ○

5 ○

6 ○

7

8

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 ％ 単位 ％

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

債務者に対する催告や連帯保証人に対する通知発送の強化によ
り目標達成に至った。また，分割納付者との納付相談において債
権管理課等と連携を行ったことで成果を達成した。

評
価

繰越滞納額の収納率

滞納者や口座振替不能者に対する電話催促のほか，連帯保証人
への通知の発送を強化した。また，債権管理課と分割納付希望者
に対する対応協議等の連携に成果があり，目標を達成した。

コメント

コメント

髙木　絹代 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

Ａ

完了
（目的達成）

年
度
末

成果指標名

計画変更
（次年度
以後）

計画値 実績値

コメント
指示事項

達　成

進んでいる

取組内容

計画値

進んでいる コメント

令和2年9月末現在で母子父子寡婦福祉資金償還金（繰越金）の
収入は約1,136千円となっており，上半期で目標値を超える償還が
あった。
催告書を滞納状況に合わせて文面を変え，納付書を同封する等の
対応をとり，償還に導いた。

進捗・実績

12.00 25.78

電話催告・（臨戸訪問）

進捗

取組項目

督促状の発送（連帯保証人含む）

償還状況のお知らせ発送（連帯保証人含む）

催告書発送（連帯保証人含む）

債権管理課との協議，移管者抽出

償還計画確約書の提出

担当部署 こども部　こども福祉課 込山　浩良 根本　莉緒

取組内容・目標

令和２年度
督促状・償還状況のお知らせ・催告状の発送・電話催告を実施した。債権管理課との連携を
図った。

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 母子父子寡婦福祉資金貸付金収納対策事業 R2.4.1 R3.3.31

<<

Ｒ２



重要度 Ｂ

22005 作成日 更新日 R3.3.31

070300 責任者 担当者 吉岡

H28 ～ Ｒ２

区分

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

指標名 ％

年度 最終値

当初計画値 99.0

変更計画値 0.0

実績値 99.1

当初計画額 11,865

変更計画額 0

実績額 14,064

当初計画額 0

変更計画額 0

実績額 0

当初計画額 11,865

変更計画額 0

実績額 14,064

98.1

225,479

225,479

成果指標

効
果
額

歳入
増加

歳出
削減

計

見込まれる
その他効果
（金額以外）

0 0 0 0 0

2,656 2,972 2,889 3,097 2,450

2,373 2,373 2,373 2,373 2,373

2,656 2,972 2,889 3,097 2,450

99.1 99.1 99.0 99.0 99.1

2,373 2,373 2,373 2,373 2,373

99.0 99.0 99.0 99.0 99.0

令和２年度
①催告書の発送②夜間電話催告③口座振替の啓発④債権管理室との連携，支払い督促制度の活用
⑤入所更新時の納付相談　を実施

現年度収納率 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

平成29年度
①催告書の発送②夜間電話催告③口座振替の啓発④債権管理室との連携，支払い督促制度の活用
⑤入所更新時の納付相談　を実施

平成30年度
①催告書の発送②夜間電話催告③口座振替の啓発④債権管理室との連携，支払い督促制度の活用
⑤入所更新時の納付相談　を実施

令和元年度
①催告書の発送②夜間電話催告③口座振替の啓発④債権管理室との連携，支払い督促制度の活用
⑤入所更新時の納付相談　を実施

最終目標

現年度のこどもルーム保育料の収納率を向上させ，新たな繰越滞納者の発生を防ぐ。
現年度収納率　９９％以上

年度 取組内容・目標

平成28年度
①催告書の発送②夜間電話催告③口座振替の啓発④債権管理室との連携，支払い督促制度の活用
⑤入所更新時の納付相談　を実施

担当部署 こども部　学童保育課 直江　将志

取組年度

効果 歳入増加

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 こどもルーム保育料収納対策事業 R2.4.1

Ｒ２



重要度

22005 作成日 更新日

070300 責任者 担当者

区分

計画ど
おり

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○ ○ ○ ○

2 ○

3 ○ ○ ○ ○

4 ○ ○

5 ○ ○ ○ ○

6 ○ ○ ○ ○

7 ○

8

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 ％ 単位 ％

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

コメント
指示事項

引き続き督促や催告等を計画的に確実に実施すること。
相談支援が必要な未納者は適切なサポートを実施すること。

評
価

コメント

髙木　絹代 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

Ｂ

継続実施

計画値

計画変更
（次年度
以後）

実績値

・督促(毎月)，電話催告（随時）を実施。分納中で入所許可期間に
区切りがある方については，その都度個別納付相談を行った。分
納はしていないが未納がある方については，新年度の入所申込時
に合わせて，個別に納付相談を行い，全額納付，一部納付，分納
等の対応を行った。
・債権管理課との連携案件では，催告書の送付，電話催告を行っ
た。
・コロナ対応の影響で取り組みを見送っている督促後の催告書の
発送（年3～４回）等は，今後の状況により，過年度分を中心に取り
組んでいく。

達　成

計画どおり

取組内容

コメント

計画どおり コメント

　現年度は毎月督促状を発送し，入所許可期間を区切っている方については，入
所許可期間更新時にその都度個別納付相談を行った。債権管理課との連携につ
いては，該当者に催告書の発送を行った。その他督促後の催告書については，新
型コロナウイルス対応の影響により一部取り組みを見送ることとした。口座振替注
意メール(８月)については，新型コロナウイルスの影響により８月の保育料を例月と
同様の額としたため，不要とした。
　今後は，来年度の入所申込に併せて現年度と過年度の電話催告や窓口での個
別納付相談を実施していく。また，口座振替受付サービスの活用を勧め，口座振替
率の向上を図る。

進捗・実績

99.0 99.1
現年度収納率

年
度
末

成果指標名 計画値

個別納付相談（分納中で入所許可期間に区切りのあるもの）

個別納付相談（入所更新のため申請書提出時）

進捗

取組項目

催告書の発送

夜間電話催告

口座振替の啓発

口座振替注意メール（８月，１２月）

債権管理課との連携，支払い督促制度の活用

担当部署 こども部　学童保育課 直江　将志 吉岡

取組内容・目標

令和２年度
①催告書の発送②夜間電話催告③口座振替の啓発④債権管理室との連携，支払い督促制
度の活用⑤入所更新時の納付相談　を実施

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 こどもルーム保育料収納対策事業 R2.4.1 R3.3.31

<<

Ｒ２



重要度 Ｂ

22006 作成日 更新日 R3.3.31

070800 責任者 担当者 沼尾　秀範

H28 ～ Ｒ２

区分

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

遅れて
いる

指標名 ％

年度 最終値

当初計画値 99.20
変更計画値 0.00

実績値 99.35
当初計画額 15,813
変更計画額 0

実績額 6,373
当初計画額 0
変更計画額 0

実績額 0
当初計画額 15,813
変更計画額 0

実績額 6,373

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 保育料収納対策の強化 R2.4.1

担当部署 こども部　保育運営課 依田　森一

取組年度

効果 歳入増加

最終目標

・滞納者に対する滞納処分を強化し，市財政の安定性を確保する。
・収納率　９９．２％

年度 取組内容・目標

平成28年度 滞納者への督促・催告等通知発送，納付相談の実施，給与や預貯金，不動産等の差押え等を行った。

平成29年度 滞納者への督促・催告等通知発送，納付相談の実施，給与や預貯金，不動産等の差押え等を行った。

平成30年度
滞納者への督促・催告書当通知発送，分納履行状況のモニタリング及び不履行者への早期アプロー
チを実施し，一部滞納者については，預貯金等債権の差押えを行った。

令和元年度
滞納者への督促・催告等通知発送，納付相談の実施，給与や預貯金，不動産等の差押え並びに分納
履行状況のモニタリング及び不履行者への早期アプローチ

令和２年度
滞納者への督促・催告等通知発送，納付相談の実施，給与や預貯金，不動産等の差押え並びに分納
履行状況のモニタリング及び不履行者への早期アプローチ

現年保育料の収納率 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

99.10 99.20 99.20 99.20 99.20

99.08 99.06 98.94 99.06 99.35

1,757 3,514 3,514 3,514 3,514

1,461 1,189 △ 1,229 989 3,963

1,757 3,514 3,514 3,514 3,514

0

1,461 1,189 △ 1,229 989 3,963

0 0 0 0

見込まれる
その他効果
（金額以外）

効
果
額

歳入
増加

歳出
削減

計

99.00

1,757,084

1,757,084

成果指標

Ｒ２



重要度

22006 作成日 更新日

070800 責任者 担当者

区分

遅れて
いる

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○ ○ ○ ○

2 ○ ○ ○

3 ○ ○ ○ ○

4 ○ ○ ○ ○

5 ○ ○ ○ ○

6 ○ ○ ○ ○

7

8

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 ％ 単位 ％

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 保育料収納対策の強化 R2.4.1 R3.3.31

担当部署 こども部　保育運営課 依田　森一 沼尾　秀範

取組内容・目標

令和２年度
滞納者への督促・催告等通知発送，納付相談の実施，給与や預貯金，不動産等の差押え並
びに分納履行状況のモニタリング及び不履行者への早期アプローチ

取組項目

督促状発送

催告書発送

納付相談実施・分納誓約の締結

分納履行状況の確認及び不履行者への早期アプローチ

差押え

口座振替促進

進捗

遅れている コメント

　新型コロナウイルス感染症対策による休園等の影響を考慮し，催
告書の発送を計画より遅らせている。まずは，長期にわたる滞納
者を洗い出して整理し，債権管理課と連携して財産調査を実施し
た。

進捗・実績

99.20 99.35

年
度
末

計画変更
（次年度
以後）

実績値

　繰越の滞納者を中心に催告を実施し，児童手当からの申出徴
収，分納の相談受付等を行った。
　新型コロナウイルス感染症対策による休園等が相次ぎ，保育料
の再算定から納付まで遅れが出ている。

コメント
指示事項

例年の取組みを継続しつつ，新型コロナウイルス感染症の影響に
より十分な取り組みができなかった分も，次年度は分納誓約の履
行状況を積極的に調査，早めの対策を講じ，収納率の向上を目指
す。

評
価

達　成

遅れている

取組内容

コメント

計画値

現年保育料の収納率

高木　絹代 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

Ｂ

継続実施

成果指標名 計画値

コメント

<<

Ｒ２



重要度 Ｂ

22007 作成日 更新日 R3.3.31

080300 責任者 担当者 生活環境担当

H28 ～ Ｒ２

区分

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

指標名 ％

年度 最終値

当初計画値 93.8

変更計画値 0.0

実績値 95.5

当初計画額 382

変更計画額 0

実績額 1,104

当初計画額 0

変更計画額 0

実績額 0

当初計画額 382

変更計画額 0

実績額 1,104

91.7

8,064,940

8,064,940

成果指標

効
果
額

歳入
増加

歳出
削減

計

見込まれる
その他効果
（金額以外）

0 0 0 0 0

209 236 174 223 262

8 46 80 110 138

209 236 174 223 262

94.4 94.8 94.1 94.8 95.5

8 46 80 110 138

91.8 92.3 92.8 93.3 93.8

令和２年度 滞納者への督促・催告発送，電話・訪問催告を実施して，し尿処理手数料の収納率の向上を図った。

し尿処理手数料の収納率の向上 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

平成30年度 滞納者への督促・催告発送，電話・訪問催告を実施して，し尿処理手数料の収納率の向上を図った。

令和元年度 滞納者への督促・催告発送，電話・訪問催告を実施して，し尿処理手数料の収納率の向上を図った。

最終目標

し尿処理手数料の収納率の向上を図り，柏市財政運営の健全性を確保する。

年度 取組内容・目標

平成28年度 滞納者への督促・催告発送，電話・訪問催告を実施して，し尿処理手数料の収納率の向上を図った。

取組年度

効果 歳入増加

平成29年度 滞納者への督促・催告発送，電話・訪問催告を実施して，し尿処理手数料の収納率の向上を図った。

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 し尿処理手数料の収納率の向上 R2.4.1

担当部署 環境部　環境サービス課 小池　久美子

Ｒ２



重要度

22007 作成日 更新日

080300 責任者 担当者

区分

計画ど
おり

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○ ○ ○ ○

2 ○ ○

3 ○ ○ ○ ○

4 ○ ○ ○ ○

5 ○ ○ ○ ○

6 ○ ○ ○ ○

7 ○ ○ ○ ○

8 ○ ○ ○ ○

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 ％ 単位 ％

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

コメント
指示事項

國井　潔 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

評
価

し尿処理手数料の収納率の向上

取組み項目について積極的に着手し，適当な収納事務及び実態
調査により収納率を向上させ，成果指標の計画値を達成した。
滞納期間が1年を過ぎた滞納者に対する収集の一時停止を行い，
滞納手数料が低額かつ短期の繰越債権である内に解決が図れる
よう努めた。
収納率の向上に伴い，長期的な繰越債権の収納が課題とされるた
め，事務の改善及び解決困難事案への対応を継続的に行うことと
し，高い収納率を確保していきたい。

計画変更
（次年度
以後）

コメント

達　成

取組内容

長期滞納者への早期対応等，困難事案化の防止は滞納整理にお
いて重要であり，今後も継続して対応すること。
また，既に生じている長期的な繰越債権については引き続き取り
組みを継続し，高い収納率を確保していくこと。

Ａ

継続実施

計画どおり

計画値

進捗・実績

93.8 95.5
計画値 実績値

年
度
末

成果指標名

コメント

担当部署 環境部　環境サービス課 小池　久美子 生活環境担当

居住実態調査及び利用者への廃止手続きの周知

取組項目

督促状の発送

催告書の発送

滞納者の抽出及び滞納状況の把握

滞納者への電話・訪問催告

取組内容・目標

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 し尿処理手数料の収納率の向上 R2.4.1 R3.3.31

コメント

令和2年度
滞納者への督促・催告発送，電話・訪問催告を実施して，し尿処理手数料の収納率の向上を
図った。

口座振替制度の啓発

長期滞納者への汲み取り停止

その他業務内容の改善等

進捗

計画どおり
9月末時点での収納率は53.1％であり，前年同月の収納率53.0％と
ほぼ同一の状況。滞納者への電話，訪問催告を引き続き強化し，
目標の達成を目指す。

<<

Ｒ２



重要度 Ｂ

22009 作成日 更新日 R3.3.31

140400 責任者 担当者 市営住宅担当

H28 ～ Ｒ２

区分

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

指標名 ％

年度 最終値

当初計画値 98.25

変更計画値 0.00

実績値 98.92

当初計画額 37,415

変更計画額 0

実績額 37,857

当初計画額 0

変更計画額 0

実績額 0

当初計画額 37,415

変更計画額 0

実績額 37,857

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 市営住宅使用料収納対策事業 R2.4.1

担当部署 都市部　住宅政策課 藤田　真

取組年度

効果 歳入増加

最終目標

市営住宅使用料（現年度）の収納率の向上を図る。収納率98.25％を目指す。

年度 取組内容・目標

平成28年度 督促・催告，個別指導を行い，収納率の向上に努めた。

平成29年度 引き続き，督促・催告，個別指導等を行い，収納率向上に努めた。

平成30年度 引き続き，督促・催告，個別指導等を行い，収納率向上に努めた。

令和元年度 引き続き，督促・催告，個別指導等を行い，収納率向上に努めた。

令和２年度 引き続き，督促・催告，個別指導等を行い，収納率向上に努めた。

市営住宅使用料（現年度分）の収納率の向上 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

98.00 98.25 98.25 98.25 98.25

97.68 98.10 98.11 98.44 98.92

7,127 7,572 7,572 7,572 7,572

6,556 7,304 7,322 7,910 8,765

7,127 7,572 7,572 7,572 7,572

0

6,556 7,304 7,322 7,910 8,765

0 0 0 0

見込まれる
その他効果
（金額以外）

効
果
額

歳入
増加

歳出
削減

計

94.00

178,169

178,169

成果指標

Ｒ２



重要度

22009 作成日 更新日

140400 責任者 担当者

区分

計画ど
おり

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○ ○ ○ ○

2 ○ ○ ○ ○

3 ○ ○ ○ ○

4 ○ ○ ○ ○

5 ○ ○ ○ ○

6

7

8

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 ％ 単位 ％

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 市営住宅使用料収納対策事業 R2.4.1 R3.3.31

担当部署 都市部　住宅政策課 藤田　真 市営住宅担当

取組内容・目標

令和２年度 引き続き，督促・催告，個別指導等を行い，収納率向上に努めた。

取組項目

督促状の送付

電話催告及び催告書の送付

滞納者への支払催告の強化

連帯保証人へ「納付指導依頼書」発送

呼出による納付指導

コメント

達　成

取組内容

年
度
末

進捗・実績

98.25 98.92

計画変更
（次年度
以後）

計画値

計画値

進捗

実績値

計画どおり

成果指標名

コメント計画どおり
計画通り，督促状や催告書（連帯保証人には納付指導依頼書）の
発送を行い，滞納者に対する納付指導を実施した。下半期も継続
して実施予定。

評
価

市営住宅使用料（現年度分）の収納率の向上

前年度に引き続き，督促状や催告書の発送を行った。催告書は例
年より回数を増やし，また，指定管理者と連携した納付催告や指導
も継続して行うことで，債権管理の適正化を図った。

コメント

市原　広巳 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

Ａ

継続実施

例月の督促状送付，年３回の催告書送付を始め，指定管理者と連
携した納付催告・納付指導や高額滞納者の呼び出し・臨戸訪問等
を継続的に実施した成果が表れている。今後も滞納者への早めの
アプローチを行い，収納率の向上に努めること。

コメント
指示事項

<<

Ｒ２



重要度 Ｂ

22010 作成日 更新日 R3.3.31

120910 責任者 担当者 収納担当 菊地

H28 ～ Ｒ２

区分

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

指標名 ％

年度 最終値

当初計画値 98.84
変更計画値 0.00

実績値 98.48
当初計画額 109,440
変更計画額 0

実績額 85,602
当初計画額 0
変更計画額 0

実績額 0
当初計画額 109,440
変更計画額 0

実績額 85,602

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 下水道使用料収納対策の強化 R2.4.1

担当部署 土木部　下水道経営課 原　竜太郎

取組年度

効果 歳入増加

最終目標

滞納者へ対する滞納処分の実施及び翌年度への繰越額を削減し下水道使用料の収納率向上を図る。

年度 取組内容・目標

平成28年度
徴収委託により電話，文書，訪問催告を強化し滞納額の縮減を図る一方，口座振替を促進し滞納の未
然防止に努める。また交付要求により債権の確保に努めた。

平成29年度
徴収委託により電話，文書，訪問催告を強化し滞納額の縮減を図る一方，口座振替を促進し滞納の未
然防止に努める。また交付要求により債権の確保に努めた。

平成30年度
徴収委託により電話，文書，訪問催告を強化し滞納額の縮減を図る一方，口座振替を促進し滞納の未
然防止に努める。また交付要求により債権の確保に努めた。

令和元年度
徴収委託により電話，文書，訪問催告を強化し滞納額の縮減を図る一方，口座振替を促進し滞納の未
然防止に努める。また交付要求により債権の確保に努めた。

令和２年度
徴収委託により電話，文書，訪問催告を強化し滞納額の縮減を図る一方，口座振替を促進し滞納の未
然防止に努める。また交付要求により債権の確保に努めた。

収納率の向上 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

98.32 98.45 98.58 98.71 98.84

98.55 98.38 98.52 98.45 98.48

7,296 14,592 21,888 29,184 36,480

21,040 11,250 19,711 15,818 17,783

7,296 14,592 21,888 29,184 36,480

0

21,040 11,250 19,711 15,818 17,783

0 0 0 0

見込まれる
その他効果
（金額以外）

効
果
額

歳入
増加

歳出
削減

計

98.19

5,612,313

5,612,313

成果指標

Ｒ２



重要度

22010 作成日 更新日

120910 責任者 担当者

区分

計画ど
おり

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○ ○ ○ ○

2 ○ ○

3 ○ ○ ○ ○

4 ○ ○ ○

5 ○ ○ ○ ○

6 ○

7

8

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 ％ 単位 ％

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 下水道使用料収納対策の強化 R2.4.1 R3.3.31

担当部署 土木部　下水道経営課 原　竜太郎 収納担当 菊地

取組内容・目標

令和２年度
徴収委託により電話，文書，訪問催告を強化し滞納額の縮減を図る一方，口座振替を促進
し滞納の未然防止に努める。また交付要求により債権の確保に努めた。

取組項目

督促状の発送

催告書の発送

訪問集金

分納誓約等納付指導

電話催告

口座振替制度の啓発

進捗

計画値

計画どおり コメント

・督促状の発送（４月～９月）
・催告書の発送（３１件）
・口座振替制度の啓発　６月分及び，各月の新規納付書に口座振
替の案内資料を同封
・滞納整理（財産調査１２件，交付要求１１件）

進捗・実績

98.84 98.48

継続実施

年
度
末

成果指標名

計画変更
（次年度
以後）

計画値 実績値収納率の向上

未達成

計画どおり

取組内容

評
価

・督促状の発送（４月～３月）
・催告書の発送（電算一斉催告６１件，個別催告１００件）
・口座振替制度の啓発　６月分及び，各月の新規納付書に口座振
替の案内資料を同封
・滞納整理（財産調査３３件，交付要求１９件）

コメント

コメント

コメント
指示事項

下水道事業の安定的な経営のため，下水道使用料収納率の向上
は不可欠であるが，課題でもある。収納率対策強化を引き続き進
めること。

内田　勝範 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

Ｂ

<<

Ｒ２



重要度 Ｂ

22011 作成日 更新日 R3.3.31

120910 責任者 担当者 収納担当 菊地

H28 ～ Ｒ２

区分

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

指標名 ％

年度 最終値

当初計画値 17
変更計画値 0

実績値 0
当初計画額 221
変更計画額 0

実績額 3,213
当初計画額 0
変更計画額 0

実績額 0
当初計画額 221
変更計画額 0

実績額 3,213

16

4,912

4,912

成果指標

効
果
額

歳入
増加

歳出
削減

計

見込まれる
その他効果
（金額以外）

0 0 0 0 0

1,134 893 256 487 443

15 29 44 59 74

1,134 893 256 487 443

44 47 25 30 28

15 29 44 59 74

16 16 16 17 17

令和２年度
翌年度への繰越を防ぐため現年度分（督促状，催告状発送）の収納率を向上させ，過年度分に関して
も年2回の催告状を発送するなど，滞納整理マニュアルに沿って滞納整理を進めた。

繰越収納率の向上 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

平成29年度
翌年度への繰越を防ぐため現年度分（督促状，催告状発送）の収納率を向上させ，過年度分に関して
も年2回の催告状を発送するなど，滞納整理マニュアルに沿って滞納整理を進めた。

平成30年度
翌年度への繰越を防ぐため現年度分（督促状，催告状発送）の収納率を向上させ，過年度分に関して
も年2回の催告状を発送するなど，滞納整理マニュアルに沿って滞納整理を進めた。

令和元年度
翌年度への繰越を防ぐため現年度分（督促状，催告状発送）の収納率を向上させ，過年度分に関して
も年2回の催告状を発送するなど，滞納整理マニュアルに沿って滞納整理を進めた。

最終目標

滞納者へ対する滞納処分の実施及び翌年度への繰越額を削減し受益者負担金収納率の向上を図る。

年度 取組内容・目標

平成28年度
翌年度への繰越を防ぐため現年度分(督促状，催告状発送）の収納率を向上させ，過年度分に関しても
年2回の催告状を発送するなど，滞納整理マニュアルに沿って滞納整理を進めた。

担当部署 土木部　下水道経営課 原　竜太郎

取組年度

効果 歳入増加

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 受益者負担金収納対策の強化 R2.4.1

Ｒ２



重要度

22011 作成日 更新日

120910 責任者 担当者

区分

計画ど
おり

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○ ○ ○ ○

2 ○ ○

3 ○ ○ ○

4 ○ ○ ○

5 ○ ○ ○

6

7

8

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 ％ 単位 ％

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

下水道事業の安定的な経営のため，受益者負担金収納率の向上
は不可欠であるが，課題でもある。収納率対策強化を引き続き進
めること。

評
価

繰越収納率の向上

・督促状発送４回（令和２年１期～４期分）
・催告書発送１回（６月，２月発送）

コメント

コメント

内田　勝範 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

Ａ

継続実施

年
度
末

成果指標名

計画変更
（次年度
以後）

計画値 実績値

コメント
指示事項

達　成

計画どおり

取組内容

計画値

計画どおり コメント
・督促状発送１回（令和２年１期分，８月発送）
・催告書発送１回（６月発送）

進捗・実績

17 28

進捗

取組項目

督促状の発送

催告状の発送

給与・預貯金・不動産等の照会

分納誓約等の納付指導

差押等の実施

担当部署 土木部　下水道経営課 原　竜太郎 収納担当 菊地

取組内容・目標

令和２年度
翌年度への繰越を防ぐため現年度分（督促状，催告状発送）の収納率を向上させ，過年度
分に関しても年2回の催告状を発送するなど，滞納整理マニュアルに沿って滞納整理を進め
た。

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 受益者負担金収納対策の強化 R2.4.1 R3.3.31

<<

Ｒ２



重要度 Ｂ

22012 作成日 更新日 R3.3.31

210300 責任者 担当者 大滝　修一

H28 ～ Ｒ２

区分

遅れて
いる

その他

進んで
いる

進んで
いる

計画ど
おり

指標名 ％

年度 最終値

当初計画値 90.30
変更計画値 0.00

実績値 90.00
当初計画額 35,396
変更計画額 0

実績額 △ 16,424
当初計画額 0
変更計画額 0

実績額 0
当初計画額 35,396
変更計画額 0

実績額 △ 16,424

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 水道料金の収納対策の強化 R2.4.1

担当部署 水道部　給水課 安達　順一

取組年度

効果 歳入増加 その他改善

最終目標

収納率
　　現年度分の年度末（３/３１）　　　　　　　９０．３０％以上　（Ｈ２６　９０．１４％）
　　現年度分の年度翌月末（４/３０）　　　　９８．３０％以上　（Ｈ２６　９８．０１％）

年度 取組内容・目標

平成28年度 口座分割振替制度の導入を実施するため，準備を進めた。

平成29年度 口座分割振替制度の導入について，関係部局や関係業者と協議を進めた。

平成30年度
滞納者への電話や文書による督促，給水停止の実施により，早期の滞納整理を進めた。また，給水停
止にそぐわない案件は，法的手続きを実施した。

令和元年度
滞納者への電話や文書による督促，給水停止の実施により，早期の滞納整理を進めた。また，給水停
止にそぐわない案件は，法的手続きを実施した。

令和２年度
滞納者への電話や文書による督促，給水停止の実施により，早期の滞納整理を進める。また，給水停
止にそぐわない案件は，法的手続きを実施した。

成果指標

現年度分の年度末の収納率 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

90.15

90.17 90.20 90.25 90.30 90.30

90.31 90.14 90.29 89.80 90.00

効
果
額

歳入
増加

0

1,481 3,713 7,448

12,040 △ 616 10,629

11,308 11,446

△ 27,030 △ 11,447

歳出
削減

0

0

1,481 3,713 7,448 11,308

12,040 △ 616 10,629 △ 27,030

11,446

0 0 0 0 0

△ 11,447

見込まれる
その他効果
（金額以外）

口座振替の普
及を促進する
ことが期待され
る。

口座振替の普
及を促進する
ことが期待され
る。

計

Ｒ２



重要度

22012 作成日 更新日

210300 責任者 担当者

区分

計画ど
おり

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○ ○ ○ ○

2 ○ ○ ○ ○

3 ○ ○ ○ ○

4

5

6

7

8

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 ％ 単位 ％

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 水道料金の収納対策の強化 R2.4.1 R3.3.31

担当部署 水道部　給水課 安達　順一 大滝　修一

取組内容・目標

令和２年度
滞納者への電話や文書による督促，給水停止の実施により，早期の滞納整理を進める。ま
た，給水停止にそぐわない案件は，法的手続きを実施した。

取組項目

弁護士による債権回収委託の実施

滞納者への電話や文書による督促，給水停止の実施

法的手続きを実施

進捗

遅れている コメント
・８月までは新型コロナウイルス感染症の影響で給水停止を実行
せず。９月より給水停止を再開した。今後社会情勢を見つつ滞納
整理を進めていく。

進捗・実績

年
度
末

成果指標名 現年度分の年度末の収納率 計画値 実績値
90.30 90.00

一部達成

コメント

８月までは新型コロナウイルス感染症の影響で給水停止を実行で
きず，計画値を達成することができなかった。
９月から給水停止を再開するとともに，高額案件については弁護士
に回収委託を行い，収納率向上に取り組んだ。

計画どおり

計画変更
（次年度
以後）

取組内容

コメント

計画値

評
価

成島　正俊 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

Ｂ
コメント

指示事項

水道料金支払い方法の充実を図り，未納の発生抑止に努めるこ
と。
未納の水道料金については，引き続き徴収事務に取り組んでいく
こと。継続実施

<<

Ｒ２



重要度 Ｂ

22013 作成日 更新日 R3.3.31

052000 責任者 担当者 秋場　利之

H28 ～ Ｒ２

区分

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

指標名 ％

年度 最終値

当初計画値 89.94
変更計画値 90.00

実績値 90.27
当初計画額 250,280
変更計画額 275,323

実績額 387,131
当初計画額 0
変更計画額 0

実績額 0
当初計画額 250,280
変更計画額 275,323

実績額 387,131
単位（千円）

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 国民健康保険料収納率の向上 R2.4.1

担当部署 市民生活部　保険年金課 野口　浩志

取組年度

効果 歳入増加

最終目標

公平性の観点と担税力に応じた個別対応を基本に，滞納者に対する滞納処分の実施及び繰越額を削減して，
収納率の一層の向上を図る。

年度 取組内容・目標

平成28年度
滞納者への督促状及び催告書の発送のほか，不動産・預貯金・生命保険・給与等の差押による滞納処
分を実施した。また，納め忘れを防止するための口座振替の勧奨や，適用適正化に努めた。

平成29年度
滞納者への督促状及び催告書の発送のほか，不動産・預貯金・生命保険・給与等の差押による滞納処
分を実施した。また，納め忘れを防止するための口座振替の勧奨や，適用適正化に努めた。

平成30年度
滞納者への督促状及び催告書の発送のほか，不動産・預貯金・生命保険・給与等の差押による滞納処
分を実施した。また，納め忘れを防止するための口座振替の勧奨や，適用適正化に努めた。

令和元年度
滞納者への督促状及び催告書の発送のほか，不動産・預貯金・生命保険・給与等の差押による滞納処
分を実施した。また，納め忘れを防止するための口座振替の勧奨や，適用適正化に努めた。

令和2年度
滞納者への督促状及び催告書の発送のほか，不動産・預貯金・生命保険・給与等の差押による滞納処
分を実施した。また，納め忘れを防止するための口座振替の勧奨や，適用適正化に努めた。

収納率の向上 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

88.99 89.23 89.47 89.71 89.94

89.83 89.91 90.00

89.48 89.75 89.90 89.54 90.27

5,193 29,179 51,655 72,459 91,794

86,742 91,279 97,302

55,673 76,737 87,193 52,123 115,405

5,193 29,179 51,655 72,459 91,794

97,302

55,673 76,737 87,193 52,123 115,405

0 0 86,742 91,279

見込まれる
その他効果
（金額以外）

効
果
額

歳入
増加

歳出
削減

計

89

9,590,013

9,590,013

成果指標

Ｒ２



重要度

22013 作成日 更新日

052000 責任者 担当者

区分

計画ど
おり

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○ ○ ○ ○

2 ○ ○ ○ ○

3 ○ ○ ○ ○

4 ○ ○

5 ○ ○ ○ ○

6 ○ ○ ○ ○

7

8

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 ％ 単位 ％

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 国民健康保険料収納率の向上 H32.4.1 R3.3.31

担当部署 市民生活部　保険年金課 野口　浩志 秋場　利之

取組内容・目標

令和2年度
滞納者への督促状及び催告書の発送のほか，不動産・預貯金・生命保険・給与等の差押に
よる滞納処分を実施した。また，納め忘れを防止するための口座振替の勧奨や，適用適正
化に努めた。

取組項目

滞納者へ督促状発送

滞納者へ催告書発送

滞納者の不動産・預貯金・生命保険・給与等の滞納処分

他保険加入に係る実態調査

口座振替の勧奨

適用適正化

進捗

計画値

計画どおり コメント

督促状発送（R2.1～3期（随時分を含む：29,575件）
催告書発送（R2.5月：新型コロナにより中止，9月：3,970件）
滞納処分（債権差押8件，新型コロナにより自粛）
口座振替（1,048件　うちペイジー受付337件）
クレジットカード収納（2,349件），LINE Pay収納（146件）
実態調査（0件），退職被保険者等への切替（0件），退職振替金額
（０円）
※R2.9.30現在の実績。今後も引き続き実施する。

進捗・実績

90.00 90.27

継続実施

年
度
末

成果指標名

計画変更
（次年度
以後）

計画値 実績値

達　成

計画どおり

取組内容

コメント
指示事項

コロナ禍で催告などの上記に掲げた各取組は前年を下回る件数
であり，被保険者の所得の状況も厳しいものだったと推察される中
で，大きな到達点である90％の収納率を達成することができた。令
和２年度から開始した，滞納された保険料を完納した後に延滞金
を徴収する取組やコロナ減免の影響があったのかなど，要因の分
析が必要。今後，県運営方針の「令和５年度までに90.5％」を達成
できるよう，これまでの取組を着実に継続していくこと。

評
価

収納率の向上

督促状発送（R2.1～8期（随時分を含む：85,511件）
催告書発送（R2.5月：新型コロナにより中止，9月：3,970件,
12月：11,669件，R3.2月：5,121件）
滞納処分（不動産差押0件，参加差押0件，債権差押16件）
口座振替（1,766件　うちペイジー受付652件）
クレジットカード収納（6,865件）
ラインペイ収納（2,606件）
実態調査（100件中27件職権消除）
退職被保険者等への切替（15件）
退職振替金額（0円）
※いずれもＲ2．4.1～R3．3.31　までの実績。

コメント

コメント

中山　浩二 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

Ｂ

<<

R２



重要度 Ｂ

22014 作成日 更新日 R3.3.31

052000 責任者 担当者 秋場　利之

H28 ～ Ｒ2

区分

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

指標名 ％

年度 最終値

当初計画値 99.31
変更計画値 0.00

実績値 99.36
当初計画額 87
変更計画額 0

実績額 △ 6,987
当初計画額 0
変更計画額 0

実績額 0
当初計画額 87
変更計画額 0

実績額 △ 6,987
単位（千円）

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 後期高齢者医療保険料収納率の維持 R2.4.1

担当部署 市民生活部　保険年金課 野口　浩志

取組年度

効果 歳入増加

平成29年度
滞納者への督促状及び催告書の発送のほか，不動産・預貯金・生命保険・給与等の差押による滞納処
分を実施した。また，納め忘れを防止するための口座振替の勧奨に努めた。

平成30年度
滞納者への督促状及び催告書の発送のほか，不動産・預貯金・生命保険・給与等の差押による滞納処
分を実施した。また，納め忘れを防止するための口座振替の勧奨に努めた。

令和元年度
滞納者への督促状及び催告書の発送のほか，不動産・預貯金・生命保険・給与等の差押による滞納処
分を実施した。また，納め忘れを防止するための口座振替の勧奨に努めた。

最終目標

滞納者に対する滞納処分の実施及び繰越額を削減して，収納率の維持を図る。

年度 取組内容・目標

平成28年度
滞納者への督促状及び催告書の発送のほか，不動産・預貯金・生命保険・給与等の差押による滞納処
分を実施した。また，納め忘れを防止するための口座振替の勧奨に努めた。

令和2年度
令和元年度の取り組みを踏襲しつつ，更なる収納率向上のため，滞納保険料の徴収にあたっては，延
滞金よりも本料に優先的に充てた。

収納率の維持 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

99.31 99.31 99.31 99.31 99.31

99.52 99.25 99.17 99.11 99.36

87 0 0 0 0

7,884 △ 2,548 △ 5,723 △ 9,112 2,512

87 0 0 0 0

0 0 0 0 0

7,884 △ 2,548 △ 5,723 △ 9,112 2,512

見込まれる
その他効果
（金額以外）

99.31

3,314,371

3,314,371

成果指標

効
果
額

歳入
増加

歳出
削減

計

Ｒ２



重要度

22014 作成日 更新日

052000 責任者 担当者

区分

計画ど
おり

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○ ○ ○ ○

2 ○ ○ ○ ○

3 ○ ○ ○ ○

4 ○ ○ ○ ○

5

6

7

8

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 ％ 単位 ％

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

令和2年度
令和元年度の取り組みを踏襲しつつ，更なる収納率向上のため，滞納保険料の徴収にあ
たっては，延滞金よりも本料に優先的に充てた。

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 後期高齢者医療保険料収納率の維持 R2.4.1 R3.3.31

担当部署 市民生活部　保険年金課 野口　浩志 秋場　利之

取組内容・目標

進捗

取組項目

滞納者へ督促状発送

滞納者へ催告書発送

滞納者の不動産・預貯金・生命保険・給与等の滞納処分

口座振替の勧奨

計画どおり コメント

督促状発送（R2．1～2期（随時分を含む）：3,007件）
催告書発送（R2.5月：0件 新型コロナにより自粛，8月：458件）
滞納処分（0件 新型コロナにより自粛）
口座振替新規登録件数（511件　うちペイジー受付 54件）
クレジットカード収納（148件）
LINE Pay収納（56件）
※R2.9.30現在の実績。今後も引き続き実施する。

進捗・実績

99.31 99.36

計画どおり高い収納率を維持できている。今後も口座振替の勧
奨，滞納処分の実施等の現状の取り組みを着実に進めること。

一部達成

計画どおり

取組内容

計画値

評
価

収納率の維持

督促状発送（R2.1～8期：9,002件）
催告書発送（R2.5月：中止，8月：458件，11月：1,055件，2月：543
件）
滞納処分（参加差押0件，債権差押0件）
口座振替新規登録件数（956件，うちペイジー受付106件）
※いずれもR2.4.1～R3.3.31までの実績
H29年度より実績値，実績額は還付未済を除いた値，額としている
ため実質的には達成している。

コメント

コメント

コメント
指示事項

中山　浩二 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

Ｂ

継続実施

年
度
末

成果指標名

計画変更
（次年度
以後）

計画値 実績値
<<

Ｒ２



重要度 Ｂ

22015 作成日 更新日 R3.3.31

062300 責任者 担当者 山田　高裕

H28 ～ Ｒ２

区分

遅れて
いる

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

計画ど
おり

指標名 %

年度 最終値

当初計画値 24
変更計画値 0

実績値 18
当初計画額 39,038
変更計画額 0

実績額 4,591
当初計画額 0
変更計画額 0

実績額 0
当初計画額 39,038
変更計画額 0

実績額 4,591

19

49,353

49,353

成果指標

効
果
額

歳入
増加

歳出
削減

計

・生活保護制
度に対する信
頼の回復。見込まれる

その他効果
（金額以外）

・生活保護制
度に対する信
頼の回復。

・生活保護制
度に対する信
頼の回復。

・生活保護制
度に対する信
頼の回復。

・生活保護制
度に対する信
頼の回復。

・生活保護制
度に対する信
頼の回復。

0 0 0 0 0

7,343 7,013 1,849 △ 7,089 △ 4,525

2,602 5,205 7,808 10,410 13,013

7,343 7,013 1,849 △ 7,089 △ 4,525

20 21 19 17 18

2,602 5,205 7,808 10,410 13,013

20 21 22 23 24

平成32年度
新たなルールに基づいた債権管理を行い，徴収額の向上に努めた。
ルールの不備については適宜見直しを図った。

生活保護返還金収納率 単位

平成27年度
当初予算（基準） 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

平成29年度
今年度相続に特化したマニュアルを作成し，債権管理について課内で研修を行うなど，債権の適正管
理について周知徹底を図るとともに，徴収額の向上に努めた。

平成30年度
未完納の債権について，返済状況を確認しやすいよう債権の種類ごとに分類することで，債権の適正
徴収に努めた。

平成31年度
債権管理のルールを一部改善し，徴収額の向上に努めた。
市内在住の保護廃止ケースを対象に，平日臨戸徴収活動を開始した。

最終目標

生活保護返還金の収納金額の向上を図るためには，まず，事前の段階からのしっかりとしたルール作りが必
要である。
新たな生活保護システムを導入したことから，予防・早期発見・早期収納をコンセプトとした新たな事務マニュ
アルを作成し，収納事務を遂行する。

年度 取組内容・目標

平成28年度
新たな生活保護システムを導入したことから，システム内に債権データをすべて移行するなど債権管
理の簡便化を図った。徴収方法についても新たなマニュアルを作成した。

担当部署 保健福祉部　生活支援課 矢部　裕美子

取組年度

効果 歳入増加

アクションプラン全体計画　（平成２８～令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化

番号・取組事業名 返還金収納対策事業 R2.4.1

Ｒ２



重要度

22015 作成日 更新日

062300 責任者 担当者

区分

計画ど
おり

4～6月 7～9月
10～12

月
1～3月

1 ○

2 ○ ○

3 ○ ○ ○ ○

4 ○ ○ ○ ○

5

6

7

8

9

10

上
半
期

進捗状況

単位 % 単位 %

達成状況
【成果】

進捗状況
【活動】

評価者

総合評価
(A・B・C)

方向性

生活保護返還金収納率

高橋　裕之 ※重要度Ａ事業は副市長，重要度Ｂ事業は部局長を評価者とする

Ｂ

取組み強化

成果指標名 計画値

コメント

コメント
指示事項

生活保護制度はセーフティネットであると同時に，市民の信頼を基
に成り立っている制度である。そのため，保護費の支給においては
各々の事情を十分に考慮した上で，公正かつ公平な支給を実施す
ることが求められていることを強く認識する必要がある。債権管理
マニュアルに基づく対応を徹底すると共に，履行延期の特約の適
用対象の拡大等による債権保全の取組みをさらに進めることで，
収納率向上を図っていく。

評
価

一部達成

計画どおり

取組内容

コメント

計画値

計画どおり コメント

過年度戻入について，漏れや遅滞なく催告するよう，各ケースワー
カーへの周知方法を見直し改善した。今後は継続した納付ができ
るよう，対策を講ずる。
また，滞納繰越債権について，臨戸徴収・臨戸催告の計画を立て，
平日臨戸を開始した。下半期も継続して行うことで，徴収額の向上
につなげる。

進捗・実績

24 18

年
度
末

計画変更
（次年度
以後）

実績値

過年度戻入金について履行延期の特約の運用を開始したことで，
債権の徴収および保全の強化を図った。
平日臨戸徴収は市内在住の廃止ケースに対して継続し，あわせて
市外在住の廃止ケースに対する郵便による催告を実施すること
で，徴収の強化を図った。
保護受給中ケースへの徴収強化の取組みとして，担当ケースワー
カーへの納付状況の周知および納付方法に関する課内研修を実
施した。これにより，未収債権の一部を新たに納付につなげること
ができた。

進捗

取組項目

マニュアルの周知徹底と評価，再検討

遠隔地かつ高額滞納者対策の実行

時効債権の不納欠損

督促状及び催告書の送付

担当部署 保健福祉部　生活支援課 矢部　裕美子 山田　高裕

取組内容・目標

令和２年度
新たなルールに基づいた債権管理を行い，徴収額の向上に努めた。
ルールの不備については適宜見直しを図った。

アクションプラン（令和２年度）
推進項目 22 未収債権対策の強化 Ｂ

番号・取組事業名 返還金収納対策事業 R2.4.1 R3.3.31

<<

Ｒ２




